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地方景気の先行性・遅行性
＊

―都道府県別 CIによる分析―

小野寺 敬・上田貴子・浅子和美

本論文では，47都道府県に関して 4つの月次の共通指標から景気動向指数（CI）を構築し，全国と
比較した地方景気の先行・遅行といった跛行性の特色を探る．このため全国 CIの時系列的なパター
ンに各都道府県 CIのパターンを対応付ける「DPマッチング」の手法を導入する．都道府県別 CIの
全国 CIへの当てはめは一部の県で乖離が大きいものの，概ね良好な推計結果が得られた．都道府県
ごとの景気変動を見ると，跛行性によってもたらされる変動の割合は主要なものではなく，水準の違
いによる変動が大きな割合を占めている．跛行性の分析では，総じて特定の都道府県が常に先行性や
遅行性を示すことはなく，景気循環ごと，あるいは拡張期か後退期かの局面によって，ある時は全国
に先行し，またある時は全国に遅行するといったような不確定性を持つことが示唆された．
JEL Classification Codes : E32, R11

1．はじめに

本論文の目的は，全国の景気循環と比較した都道

府県単位での地方景気の先行性・遅行性に，どのよ

うな特色があるかを統計的な手法を用いながら検討

することである．都道府県別の景気動向を示す指標

としては，内閣府と同様の方式で月次の景気動向指

数（CI）を構築するが，ここでは特に都道府県間の

横並び比較ができるように，構成指標を共通化した

CIを用いる．全国レベルの景気指標にも，都道府

県別 CIと同じ指標を採用した CIを作成する．こ

れらを用いて全国と各都道府県の景気循環のタイミ

ングのずれを見ることにする．

本論文を書き進めるには，最初に問題意識と関連

する 2種類の先行研究について言及しておく必要が

ある．1つめは浅子・板・上田（2007）の研究であり，

この中では地域別の鉱工業生産指数と有効求人倍率，

及び県別有効求人倍率を対象に DP（Dynamic Pro-

gramming）マッチング（以下，DPM）による景気の

地域別先行性・遅行性を分析している．DPMとは，

あるパターンを伸縮し，もう一方のパターンに近づ

けることで，関連する 2つの要素パターン間の類似

性を調べるためのパターン認識法である．この研究

では地域別の経済指標を全国の経済指標に近づける

ことで地域別の先行性・遅行性を見ている．分析の

結果，多くの場合景気循環の局面によって跛行性の

パターンは異なり，あるいは同じ景気拡張期や後退

期の局面であっても循環ごとに異なったものとなる

など，不安定で多様なものであることが示されてい

る．

もうひとつの小野寺（2008），浅子・小野寺（2009），

および小野寺・浅子・田中（2011）の一連の研究では，

全都道府県を対象に 4つの共通指標から構成する

CIを算出し，これを使って景気転換点を迎えた県

の累積度数分布，推移行列，あるいは日本地図を使

って景気の地域別先行性・遅行性を分析している．

そこでの結論としては，（1）全都道府県の CI から

二次的な指標として構築される CPBI（累積都道府

県景気指標）が全国の景気転換点の推定に相当有力

である，（2）坪内（2011）が小野寺・浅子・田中

（2011）への総括コメントでも指摘しているように

「日本経済は地域的な先行性，遅行性がない経済」

であることが示唆された．

上記 2種類の先行研究は使用データや分析手法は

異なるものの，いずれも「日本経済の地域的な先行

性・遅行性に特定のパターンを見出せない」という

結論は共通する．そうであるなら，これらの先行研

究の成果を組み合わせる形で，各県の景気動向を総

合的にとらえる CIを対象に全国ベースの CIに近

づけるように DPMの手法を適用すれば，日本の地

方景気の跛行性の特徴をより明確に結論づけられる

のではないか，という問題意識が本研究に取り掛か

る契機となった．

このような問題意識のもと，本論文は Asako,

Onodera and Ueda（2014）で利用したデータを 2013

年 12月まで延長し，都道府県別の景気の先行性・

遅行性に焦点をあてた分析を試みることにする．

本論文の以下の構成は次のとおり．予備的な議論

として第 2節では地域の景気分析に関する先行研究

を概観したうえで，共通指標から都道府県別 CIを

構築する意義とその作成方法を示す．また，作成し

た都道府県別 CIの動きを観察する．第 3節では，

まず，DPM の手法を導入し，全国 CI に対する県

別 CI の特性を調べる．そこでは浅子・板・上田
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（2007）で用いた当てはめの単純な線形一次式を拡

張・改良し，当てはまりの改善具合などを検討する

とともに，跛行性によってもたらされる景気変動の

要因の割合を数量的に探る．第 4節では都道府県ご

とに全国の各景気循環を，拡張期・後退期別に先行

性・遅行性の様子を観察する．第 5節では結論を述

べる．

2．共通指標による都道府県別 CI

本節では地域の景気動向の分析に関する先行研究

をサーベイしたうえで，月次の経済指標に基づいて

都道府県別 CIを構築する手順を説明する．次に作

成した都道府県別 CIの動きをグラフの目視で確認

する．さらに地域分析では地図上で分布を視覚的に

捉えることがしばしば有効であることから，ここで

は全国 CIとの乖離が大きい県はどこか，日本地図

を使って見ることにする．

先行研究について

従来の地域経済に関する景気動向の先行研究を概

観してみると，分析対象は都道府県をいくつかのグ

ループ（ブロック）に分類したものに限定されている

か，または，それらは月次データをもとにするとい

うよりは，むしろ年次データに制限されていること

が多い．また，全都道府県と月次ベースの統計を対

象にした研究では，いくつかの経済指標を総合した

景気指数というよりは，単独の経済統計が取り上げ

られることがほとんどだった．

例えば，各都道府県の代表的な統計としては県民

経済計算がある．この統計は兵庫，静岡，群馬，新

潟など一部の県では四半期推計を試みているが，大

部分の自治体では年度ベースの公表であり，しかも

公表までに 2年程度かかるために足元の景気動向の

把握は困難である．そうした制約がある中で，小

川・稲田（2013）は足の速い経済統計を使い主成分分

析によって都道府県別の年度の域内総生産を早期推

計する試みを報告している．47都道府県の域内総

生産を対象に，重力モデル（Gravity-model）から地

域の景気循環の連動性を検証している Artis and

Okubo（2011）もまた，年度データを対象としている．

和合・各務（2005）は空間的波及を考慮した都道府県

別の景気分析を試みているが，対象データはやはり

年度ベースの一人当たり実質県内総生産となってい

る．

統計が月次ベースになると，今度は都道府県単位

ではなく，全国をいくつかのブロックに分けた事例

や分析が多くなる．内閣府が 2012年ごろまで発表

していた地域別景況インデックスは CI型の景気指

標であるが，対象とする領域は日本全体を 10個に

分割したブロックである．Hayashida and Hewings

（2009）は 9地域の月次データをもとに景気の「山」

「谷」のタイミングのずれを見出している．林田

（2012）も 9地域を対象に月次の景気指数を構築し，

景気循環の構造変化を分析している

内閣府は地域別景況インデックスに代える形で

2012年から地域別支出総合指数（RDEI）の公表を開

始した．RDEIの説明は田邊他（2012）にあるが，要

するに 11の地域ブロック別，及び都道府県別に消

費，民間住宅，民間企業設備，公共投資の 4つの支

出項目の総合指数から構成する．山澤（2013）はこれ

らの RDEIのほかにもいくつかのデータを組み合わ

せて，都道府県別の月次域内総生産の推計を試みて

いる．ただ，RDEI のデータ始期は 2002 年 4 月と

なっており，バブル期前後を含んだ，より長期間の

分析には至っていない．

都道府県別に比較的長期の月次の経済統計を扱っ

た研究としては前述の浅子・板・上田（2007）がある

が，有効求人倍率という雇用関連の指標を分析対象

としている．また石山（2013）は，2001年から 2011

年 8月までの都道府県別鉱工業生産指数を対象にウ

ェーブレット変換の手法を使い，地域景気循環の関

連性を定量的に捉える方法を考察している．

結局のところ，小野寺（2008），浅子・小野寺

（2009），浅子・小野寺・田中（2011）の前には全都道

府県に共通の月次経済指標を使用し，同一の計算方

法で，しかも 1980年代後半のバブル期を含む長期

の景気指数を構築し，これを分析対象にした研究は

見当たらないといえよう1）．本論文では，筆者たち

によるこれら 2種類の先行研究を踏まえた形で，地

方景気の跛行性の分析を試みる．

共通指標による景気動向指数を構築する必要性を，

前述の小野寺（2008）らの一連の研究に基づいて改め

て整理すると，1つは都道府県レベルで CIタイプ

の景気動向指数を公表するのは 2014年 12月時点で，

31府県（このうち長野，広島，岡山は民間団体に委

託）と全体の 3分の 2程度にとどまる点が挙げられ

る．2点目として，公表している 31府県の CIは，

構成指標がバラバラである現状も指摘できる．一般

に CIは景気の「量感」をつかめることが特徴とさ

れるが，採用指標が不統一であると量感の横並び比

較には問題が生じる．同様に全国の景気と比べた地

域別の景気の跛行性を観察するうえでも限界がある．

これらの観点から本論文では CIの構築に用いる経

済指標を全都道府県で共通化する．

構成指標を共通化することに対しては，各都道府

県の個別の経済事情や産業構造を考慮していない，

との批判もあろう．実際のところ，各県が独自に公

表する景気動向指数の採用系列を見ると，例えば島

根県の松江城入場者数，長崎県2）のグラバー園入園

者数のように，各県特有の指標が採用されていると

ころも少なくない．しかしながら，これらの指標が

採用されていることで地域間の横並び比較が出来な

くなることも事実である．そこで本論文では地方景
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気の先行・遅行の様子を横並び比較することを主眼

に置き，構成指標を共通化した．同様の理由で対象

とする景気循環を示す指数も内閣府の景気動向指数

に準じた方法で統一することにした．

都道府県別 CIの構築手順

本論文で用いる都道府県別 CI は生産，支出（販

売），所得，雇用の経済の 4つの側面から，各々，

鉱工業生産指数，実質大型小売店販売額，全産業所

定外労働時間数，有効求人数という代表的な経済指

標を 1つずつ採用した．これらの指標に絞り込んだ

手続きは，前述の小野寺（2008）らの一連の研究の中

でも詳細に説明されているが，要するに①長期にわ

たって公表されている統計である，②各県が独自に

公表する景気動向指数に数多く採用されている代表

的な指標である，③日経景気インデックス（日経

BI）など，他の景気指数の採用指標の考え方も参考

にする，の 3つの条件から選択した結果である．採

用した 4指標の出所と定義を補論 1に記す．

内閣府の景気動向指数の一致 CIの構成指標は 11

指標であるのに対し，本論文で使用している都道府

県別 CIは 4指標と少ない．しかし，

これらの 4指標に対応した日本全体

の統計から全国の CIを作成し，内

閣府の景気動向指数の一致 CIと比

較すると，図 1に示されるように，

水準としては違いが認められる期間

はあるものの，両者はほぼ連動して

おり，特に景気転換点のタイミング

は，非常によく似ている．したがっ

て，両者の動きの類似度からは，都

道府県別 CI は全国ベースの CI を

都道府県レベルに細分類して算出し

たもの，と表記しても過言ではない

だろう．なお，以下でも，全国 CIと

しては都道府県別 CIと比較可能な

ように 4指標による CIを使用する．

都道府県別 CIは東日本大震災の

被災 3 県である岩手，宮城，福島を除き，1985 年

12月から 2013年 12月までを算出，被災 3県はデ

ータ制約から終了期のみ 2011年 2月となる3）．都

道府県別 CI はいずれも 2005 年の 12 カ月平均が

100となるように基準化した．上記の標本期間には，

データ開始以降，及びデータ終了までの両端の期間

を除けば，第 11循環から第 15循環まで 5回の景気

循環を含んでいる．

全国 CIと都道府県別 CIの乖離

都道府県別 CIの時系列の動きは全国 CIととも

に付録の図 A-1に示した．県別 CIは中太実線，全

国 CIは太実線で示している．図 A-1によると，福

岡，三重，栃木のように全期間にわたって全国 CI

とよく連動する県もあれば，かなり大きな乖離がみ

られる県もある．図 2は例として鳥取県の CIに着

目し，全国 CIとともに動きを示したものであるが，

両者には明らかな乖離が見られ，特に 2000年代前

半の乖離が顕著である．

t期における日本全体の CIを JCI（t），t期におけ

る各県の CIを PCI（t）と表すと，都道府県別 CIと

全国 CI との差異は PCI（t）-JCI（t）と表される．

PCI（t）-JCI（t）の標準偏差を都道府県別に計算し，

付録の表 A-1の列（1）に記載した．これによると標

準偏差は最小 2.0，最大 15.1の範囲に収まっており，

その平均値は 6.1，中央値は 5.7 となる．図 3 は全

国 CIからの乖離が平均値以上に大きい地域の地理

的な分布を示したものである．図 3は標準偏差に関

し，凡例の区分値として，ほぼ平均の 6，さらに 8，

10の 3点を定め，都道府県ごとの乖離の大きさの

分布を日本地図上で見ている．最も乖離が大きいラ

ンク（標準偏差 10以上，凡例黒）に入ったのは大き

い順に鳥取，長野，島根，山梨の 4県となる．長野

と山梨，鳥取・島根はそれぞれ隣県同士となってお

り，経済的な結び付きがうかがわれる．その次のラ
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図 1．4指標の CIと内閣府の景気動向指数（一致 CI）

出所） 内閣府一致 CIは「景気動向指数」（基準年を 2005年=100に変換）循環．4指

標の CIは筆者推計．

図 2．鳥取県の CIと全国 CI



ンク（同 8以上，10未満，凡例濃い灰色）には同様

に秋田，奈良が入るが，これら 2県は地理的には離

れている．

3．DPマッチングと推計モデル

本節では都道府県別 CIの全国 CIからの乖離を，

マッチングの手法を用いて観察する．その乖離は 2

つの面から捉える．1つは景気循環との先行・遅行

の程度を捉えることである．都道府県ごとに景気循

環のタイミングのずれが存在すれば，景気循環の各

局面の長さは都道府県ごとに変わりうる．もう 1つ

は水準の違いを捉えることである．都道府県別 CI

と全国 CIとの変動の差異を，景気循環のタイミン

グのずれの部分と，それ以外の部分とに分けること

も考える．

各都道府県の CI は，2005 年の 1 年間（12 カ月）

の平均を 100として標準化された指標であることに

注意を要する．基準年の 2005年の経済環境が県ご

とに異なると，都道府県別 CIの水準は，全サンプ

ル期間を通じて全国 CIの水準と直接比較できない

可能性がある．実際のところ，付録の図 A-1の目

視によると 1980年代から 1990年代にかけては，図

2で示した鳥取県以外にも数多くの県で CIの水準

は全国 CIの水準より一貫して高い．

同期間において全国 CIよりも都道府

県別 CIが低かったのはいくつかの都

道府県のみで，2000 年代に入ると多

くの都道府県で CI は，全国 CI にか

なり近づいていることが観察される．このため，都

道府県別 CIの水準は全国 CIと比較するために調

整が必要である．

先行性・遅行性

CIのタイミングの違いは，DPMの手法を適用す

ることで捉えることにする．前述のとおり，DPM

は，あるパターンを意図的に伸縮し，もう一方のパ

ターンに近づけることで，関連する 2つの要素パタ

ーン間の類似性を調べるためのパターン認識法であ

る．例を挙げると，DPMは，言語学における言語

分析や生物学における DNA配列解析等に適用され

ている．

全国の景気に対する先行・遅行期間が各々の地域

よって一定であれば通常の時系列モデルに当てはめ

て，その時系列構造を推計することが可能である．

しかし，分析対象とする各都道府県の CIが全国 CI

に先行・遅行する期間は景気拡張期と後退期の各局

面で完全に一致しているわけではない．

また，ある時は先行し，またある時は

遅行することもあり得る．したがって，

景気循環の山と谷のタイミングに加え

て，景気循環全体の期間と同様に景気

循環の各局面の長さも都道府県によっ

て異なる．このように局面ごとに異なる先行・遅行

の期間を伸縮させて，当てはめを考えるというのが

DPMの基本的な発想になっている．

DPMについて図 4のように，ある県 Aの CIの

時系列パターンを全国 CIのそれに近づける例を考

える．この例では，全国 CI と比較して，県 A の

CIは，2期と 3期で先行し，6期と 7期で遅行して

いる．

したがって，DPMを用いると，2つの CIのパタ

ーンの対応関係は，次のような順序で表される．

［県A］ PCI（1）, PCI（2）, PCI（3）, PCI（4）, PCI（5）,

PCI（6）, PCI（7）, …

［全国］ JCI（1）, JCI（4）, JCI（4）, JCI（4）, JCI（5）,

JCI（5）, JCI（6）, … （1）

線形変換モデル

DPM を実行する計算アルゴリズムは補論 2 に

まとめている．ここでは，最適パターンマッチング

を選択する基準のみを説明する．最適な対応パター

ンは，パターン間の距離を最小にすることで得られ

るが，その距離は次のように残差平方和で定義す

る．

∑ 


[ε ( t ) ] （2）

ここで tは期間，ε ( t )は t期における次の（3）式の
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図 3．都道府県別 CIの全国 CIとの乖離の分布

図 4．DPマッチングの例

［県 A］ PCI（1） PCI（2） PCI（3） PCI（4） PCI（5） PCI（6） PCI（7）

［全国］ JCI（1） JCI（2） JCI（3） JCI（4） JCI（5） JCI（6） JCI（7）



モデルを用いた回帰分析による残差である．

CCI ( t ) = β+β ∙PCI ( t )+β ∙ t+ε ( t ) （3）

CCI ( t )のパターン， {CCI (1) , CCI (2) , ⋯}は，

例えば上記のパターン（1）のように，県別 PCI ( t )

に対応して任意に並べ替えられた全国 CIを表し，

β, β, βは回帰係数を表す．

定数項 βは 2 つの CI の平均水準を，βは 2 つ

の CIの変動を，βは全期間にわたるタイムトレン

ドの違いをそれぞれ調整している．（3）式の定式化

は以下のようなデータの観測に基づいている．まず，

いくつかの地域では CIは，一貫して全国 CIより

も高いか低い．第 2に，県別 CIの山と谷の振幅は，

全国 CIの山と谷のそれと比べて大きいところもあ

れば，小さいところもある．第 3に県別 CIの動き

を見ると全国 CIの動きに対してトレンドを有して

いるところもある．

（3）式と DPMは，非線形最適化により同時推定

する．各都道府県の CI はそれぞれ独立に 1985 年

12 月から 2013 年 12 月まで（被災 3 県は 2011 年 2

月まで），全国 CIとの間で DPMを適用する．つま

り，（3）式は，全国 CI と先行・遅行の対応付けを

しながら，都道府県ごとに推定することになる．

推計モデル（3）式に関しては，時系列モデルの定

常性を確保する意味から，CCI と PCI のパターン

に階差，ないし変化率をとる形も考えられよう．し

かしながら，本節の冒頭で述べたように，都道府県

別 CIの全国 CIからの乖離をタイミングのずれと

水準の違いの 2つの面から生起すると捉え，都道府

県別 CIと全国 CIとの変動の差異を，景気循環の

タイミングのずれと，それ以外（残差）に分けた分析

も試みる．これらの観点に加えて，図

2や以下でも見るように全国 CIと各

県の CIの乖離の程度をグラフなどか

ら評価する際に直観的な解釈が容易に

なるため，推計モデルは階差型ではな

く，CIそのものを使うことにした．

構造変化

（3）式の線形変換と DPMを組み合わせた推計

結果の決定係数 Rは，付録の表 A-1の列（3）に

記述がある．これによると，当てはまりが良い地域

と，必ずしも良くない地域がある．図 2で示した鳥

取は，なお当てはまりが悪く，Rは最低の 0.63と

なっている．一方，最も当てはまりの良かったのは，

Rが 0.99となった大阪である．

このような当てはまりの良し悪しは，1980年代

後半および 1990年代の CIの動きが 2000年代と異

なることから生じている可能性がある．例えば，

2000年代においては，都道府県別 CIは概して全国

CIとほとんど同じように変動している．しかし，

1990年代においてはそのような動きをしていない

地域もある．公式の景気基準日付では 2002年 1月

を谷として第 14循環の景気拡張期が 2008年 2月ま

で続き，第 6循環の拡張期（1965年 10月から 1970

年 7月）のいわゆる「いざなぎ景気」を超えて，戦

後最長の景気拡張となった．そこで（3）式を 2001年

12月までと，2002年 1月以降の 2つの期間に分け

て推計することにした．Chow検定を行うと，全都道

府県に関して 1％有意水準で構造変化が確認された．

乖離がなお大きい県の特徴

ここでは，DPMと構造変化の両方を仮定した線

形変換モデルを適用した結果を検討する．推計結果

については付録の表 A-1の列（5）に掲載している．

これによると決定係数 Rが 0.9を下回ったのは沖

縄と岩手の 2県だけであり，47都道府県の Rの平

均は 0.97 と，概ね良好な結果が得られた．全都道

府県のマッチングの結果は付録の図 A-1に示して

いる．図 A-1 では，当てはめ後の CI，すなわち

（3）式の CCI ( t )は細実線，先行・遅行の様子は各

グラフの下側の棒グラフに示している．棒グラフは，

もとの県別 CIが全国 CIに先行ならばプラス，遅

行ならばマイナスとなる．

決定係数 Rの大小だけでは得られる情報が限ら

れるので，図 5には当てはまりの悪い 8県を日本地

図上に示した．16の県が平均を下回り，そのうち 8

県の Rが 0.94を下回っている．全国 CIとの大き

な乖離がある県を示した図 3と比べてみると，中日

本の長野，山梨のようにマッチングが良く当てはま

って Rが大きく改善している県もあれば，図 3に

県名が示された残りのところは引き続き，全国 CI

の動きでは説明できない乖離がある．

DPMと構造変化あり，の両方を適用したモデル
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図 5．DPMと構造変化を考慮したときの R



の当てはまりを見ると，Rが最も小さいのは沖縄

である．沖縄の山と谷ははっきりとは観測されず，

そのために拡張期と後退期が国全体の景気循環とは

対応していないと考えられる．当てはまりが良くな

い県としては，北から南に順に岩手，秋田，新潟，

鳥取，島根，愛媛，そして高知など，大都市圏から

離れた地方が並ぶ．これらの県は，以下にまとめる

ような共通の特徴を持っている．

まず，それらの県では，バブル期の第 11循環に

おける景気拡張のピーク時の 1991年 2月に比較的

景気の山が低く（岩手，秋田，鳥取，愛媛），バブル

崩壊後の景気後退期では，国全体の平均よりも振幅

が小さく，後退期間も短かった（岩手，秋田，新潟，

鳥取，島根，高知）．全国の景気基準日付で見て，

1993年 10月の谷の後，次の 1997年 5月の山に至

るまで，大きく回復した県もあれば（岩手，秋田，

鳥取，愛媛），横ばい程度で景気拡張と言えないよ

うな県もある（新潟，和歌山，高知）．新潟と和歌山

を除いては，当てはまりの悪かったほとんどの地域

は，2002年から始まった国の第 14循環の景気拡張

にも，うまく乗れていなかったようである．

DPMと構造変化

（3）式において DPMがどの程度，相対的な重要

性を持っているか計量的に確認するために，表 1で

は DPMを用いた場合とそうでない場合とで，決定

係数 Rを比較している．（3）式において DPMを用

いない場合は JCI ( t )，用いた場合は CCI ( t )が従

属変数となり，どちらも説明変数は各都道府県の

CI を用いている．表 1 は，47 都道府県の Rの最

小値と平均値の両方を，2001年までの期間と 2002

年以降の期間との間に構造変化が生じていると仮定

した場合と，そうでない場合とに分けて示している．

表 1の数値を比較してみると，DPMを用いた場

合，Rの平均値は 0.791から 0.905に上昇するのに

対し，構造変化を考慮した場合には 0.898にしかな

らないことが分かる．しかし，Rの最小値の改善

度を見ると，0.437 から，DPM を用いた場合は

0.630へ，構造変化を仮定した場合にはより大きな

0.664へ改善するという，反対の結果が得られる．

さらに，DPMを適用し，構造変化を仮定した場

合の Rの平均 0.968を基準とすると，DPMを適用

しない場合は 0.898まで下がり，構造変化を仮定し

ない場合はより減少幅の小さい 0.905となる．すな

わち，構造変化を所与とした場合，DPMによる部

分的な改善は 0.070 (=0.968−0.898)となり，DPM

の適用を所与とした場合，構造変化による部分的な

改善は 0.063 (=0.968−0.905)となる．

まとめると，都道府県ごとに DPMと構造変化の

当てはめの効果は異なるものの，全体としては，都

道府県別 CIの変動要因として，先行性と遅行性は，

構造変化と同等の影響を及ぼしうるということにな

る．

構造変化

都道府県ごとに構造変化の役割を調べるために，

構造変化を仮定した場合と仮定しない場合の回帰分

析における Rを比較したのが図 6である．鳥取，

鹿児島，秋田といった県は，45度線から水平方向

に比較的離れているため4），より大きな経済構造の

変化を経験していることが分かる．つまり構造変化

を考慮することで，Rが著しく改善している．と

ころで構造変化とは何だろうか．

既に触れたように，構造変化が長期的な景気循環

の異なる局面を反映している，というのが一番もっ

ともらしい説明であろう．90年代に入ってバブル

が崩壊し，その後遺症として，日本企業はバランス

シート調整や金融システムの不安定化を伴う深刻な

不況に陥った後，2002年 1月から第 14循環の景気

拡張期に入った．その景気拡張は最終的に 2008年

2月まで 73カ月も続き，戦後最長となった．当時，

構造変化は日本経済の長期低迷とグローバル化の帰

結として生じ，小泉純一郎内閣のもとで政治的にも

後押しされ，}死状態の日本経済はそれを歓迎した．

ゲーム理論の用語法で表すと，日本経済は悪い均衡

から良い均衡へ徐々に移っていったとも言える．

先行性と遅行性による説明力

もし，日本全体の景気循環に相対する都道府県ご

との景気循環の先行性と遅行性が都道府県別 CIの

大きな変動要因であれば，DPM を適用した全国

CCI ( t )は PCI ( t )の変動要因として重要な部分を

占め，したがって，（3）式において残差 ε ( t )が小

さくなり，Rの上昇へとつながるだろう．ある県 i

の CI の全国 CI からの乖離，すなわち PCI ( i, t )

− JCI ( t )は（4）式のように，2 つの項，PCI ( i, t )

−CCI ( i, t )と CCI ( i, t )− JCI ( t )に分解される．

PCI ( i, t )− JCI ( t ) = {PCI ( i, t )−CCI ( i, t ) }

+ {CCI ( i, t )− JCI ( t ) } （4）

（4）式の右辺の第 2項は全国レベルの景気循環に

対する地域別景気循環のタイミングのずれを表すの

に対し，第 1項は各地域において先行・遅行を調整

する前後の CI の水準の違いを示している．（4）式

から分散・共分散に関する次の恒等式が得られる．

Var {PCI ( i, t )− JCI ( t ) }

= Var {PCI ( i, t )−CCI ( i, t ) }

+Var {CCI ( i, t )− JCI ( t ) }

+2Cov {PCI ( i, t )−CCI ( i, t ) }

{CCI ( i, t )− JCI ( t ) } （5）
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ありなし

構造変化

R

表 1．47都道府県の決定係数の最小と平均

0.9680.8480.9050.630あり

0.8980.6640.7910.437DPM なし

平均最小平均最小



全国 CIに対する都道府県別 CIの変動のうち，

DPMによるタイミングのずれ（先行・遅行）の調整

でどの程度説明できるかを（5）式と表 2に示した統

計量から計算してみる．

表 2に示された基本統計量を使うと

Var {CCI ( i, t )− JCI ( t ) }

÷Var {PCI ( i, t )− JCI ( t ) }

= 3.7467÷65.318 ≒ 0.057

つまり全国 CIからの都道府県別 CIの乖離のうち，

タイミングのずれで説明できるのは 5.7％にすぎな

いことが分かる．

タイムトレンドと定数項

タイムトレンドの係数については，付録の表 A-

1の列（6）（7）に結果を示した．タイムトレンドの係

数の意味としては，プラスであれば景気拡張期には

全国よりもその県の CIは上昇トレンドが緩やか，

マイナスであれば全国よりも上昇トレンドが上回っ

ていることを示す．特に構造変化を仮定して推計し

た後期（2002年 1月）は 2002年からの戦後最長の景

気拡張期を含み，この間に景気の地域間格差が広が

ったとも言われるため，タイムトレンドの係数がプ

ラスか，マイナスかは地域間格差を見るうえでの参

考情報となり得る．

推計結果を見ると，前期の係数がプラスとなった

県は 28，マイナスは 19とマイナスがやや劣勢であ

る程度だが，後期になるとマイナスは 3県（群馬，

和歌山，徳島）と大きく減少する．本論文と同様の

手法と推計モデルを使い，東日本大震災前の 2010

年 12 月までを対象とした Asako, Onodera and

Ueda（2014）による

と，前期（2001 年ま

で）のトレンドの係

数のプラス，マイナ

スの県の数は今回の

結果と変わらないが，

後期（2002 年以降）

のマイナスは 9県と

なっており，今回の

方がマイナスの県の

数が大きく減ってい

る．

この理由としては

被災 3 県（岩手，宮

城，福島）が復興途上の中，建設関連を中心に人手

不足が生じ，有効求人数の増加が震災後の全国 CI

を押し上げている可能性がある．実際のところ，震

災から 2013 年 12 月までの全国 CI の上昇幅の約

55％が有効求人数の寄与による．同じ期間の被災 3

県の有効求人数の増加率は，いずれも 100％（2倍）

を超え，全国の中で 1位から 3位までを占める．こ

のような状況から全国 CIの上昇トレンドに追いつ

くように，各県のトレンドに関する係数がプラスと

なるケースが増えたと考えられる．係数がマイナス

となった群馬，和歌山，徳島については後期の CI

の上昇のうち，やはり有効求人数の寄与度が半分以

上を占めている．

地域間格差を分析するという観点からは，平均的

な水準を示す（3）式の定数項にも着目してみる．推

定された定数項の（前期―後期）の値が小さいほど，

後期の水準が前期に比べて高いことになる．図 7は

この（前期―後期）値に関して区分の値を設定し，日

本地図上に濃淡表示したものである．平均値，ない

し中央値は 10前後となっている．色が濃い県が後

期になって水準を上げている傾向にあることを示す．

愛知，三重など東海地方と北関東の群馬，栃木，そ

れと熊本がいわば ʻ勝ち組ʼ になっていることが見

て取れる．東海地方と北関東の共通点として考えら

れるのは，輸送機械など機械産業のウエートが高い

ことである．実際，経済活動別県民経済計算による

と，第 14循環の景気拡張期のほぼ真ん中にあたる

2005年度の機械産業の県内総生産に占める割合は，

愛知と三重が 2割強，群馬と栃木では 16％を超え

ており，いずれも日本全体の中で 10位以内に入る．

岐阜の機械産業のウエートは 10％を若干上回る程

度に過ぎないが，それでも全国の中では 15番目に

高い．機械産業の輸出が 2002年以降の景気拡張を

けん引してきたことが背景にあるとみられる．一方，

熊本は機械産業のウエートがさほど高くはなく，東

海，北関東の共通点が当てはまるとは言い難い．

2002年以降には戦後最長の景気拡張期だけでなく，
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図 6．構造変化の有無による決定係数の比較

−0.1517Cov（PCI-CCI, CCI-JCI）

3.7467Var（CCI-JCI）

61.875Var（PCI-CCI）

65.318Var（PCI-JCI）

全期間

表 2．全期間の統計量



図 7．定数項の（前期―後期）の大きさの分布

その後のリーマン・ショックや東日本大震災という

大きなイベントを挟んでいることも解釈を難しくさ

せている．

4．景気局面別の先行性・遅行性

本節では全国ベースで見た景気循環を拡張期，後

退期ごとに分けて，全国に比べた各都道府県の先行

性・遅行性を見ていくことにする．分析の図表は浅

子・板・上田（2007）で使われているスタイルを踏襲

する．

最初に分析対象とする景気循環とデータの取り扱

い上の注意点に触れておく．

表 3は景気拡張期（後退期）の始まりとなる谷（山）

の景気基準日付，及び拡張（後退）期間を示したもの

である．データ初期にあたる第 10循環の後退期の

途中（1985年 12月）から第 11循環の始まり（1986年

11月）は除き，第 16循環の始まり（2012年 11月）か

らデータ終期にあたる 2013年 12月までを対象とし

た．被災 3県の岩手，宮城，福島につ

いては第 15循環の拡張期の途中（2011

年 2月）までとなっている．

ただし，次の点は図表を見るうえで，

注意を要する．第 10 循環の後退期

（1985年 12月から 1986年 11月）は表 3には示され

ていないが，以下の図表の全期間，あるいは後退期

全体の平均値を求める際には各県の推計結果を含め

ている．逆に第 16循環に関しては拡張の途中であ

るが，循環期間の 1つとして明示的に図表に含めて

いる5）．また，第 15循環の拡張期に関して，被災 3県

は 2011年 2月でデータが終了しているが，他県同

様に第 15循環拡張期の（先行月−遅行月）の平均を

求める際などには数値を計算し，表に記載している．

さらに表 3から分かるように，景気基準日付の当

月から次の景気基準日付までを拡張，ないし後退期

間としている．したがって境目となる景気基準日付

については拡張期，後退期の両方に含まれる．イメ

ージとしては月央に景気転換点（「山」ないし「谷」）

があると想定していることになる．このため，例え

ば，2008年 2月は第 14循環の拡張期，第 15循環

の後退期の両方に入れて，以下の各図表の数値を計

算している．

先行月数と遅行月数の差から見た跛行性

図 86）は景気拡張期において，局面別に先行月（リ

ード・ラグがプラスとなっている月）数から遅行月

（同じくマイナスとなっている月）数を引いた月数の

割合を計算し，それを積み上げ棒グラフで示したも

のである．プラスであれば先行の月数が多く，マイ

ナスであれば遅行の月が多いことになる．

都道府県別に見るとプラス側（先行），マイナス側

（遅行）が概ねバランスしているが，山形，鳥取，熊

本についてはグラフの目視としては先行に偏ってい

るように見える．また，6回（被災 3県は 5回）の拡

張局面の中で特定の都道府県が先行だけ，ないし遅

行だけ，となっているところはない．ただし，いく

つかの県では 6回ある拡張期のうち，1回だけプラ

スになっている府県（宮城，�城，新潟，愛知，京

都，大阪，広島，高知），あるいは 1回だけマイナ

スになっている県（山形，群馬，福井，長野，鳥取，

沖縄）がある．

景気循環ごとに（先行月−遅行月）で見てプラス

（先行）が優勢な県の数，マイナス（遅行）が優勢な県

の数を数えると表 4のようになる．

表 4からは，プラス（先行）とマイナス（遅行）のど

ちらが多いかは，推計（3）式で構造変化を仮定した

前期（第 11∼13循環まで），後期（第 14循環以降）で

傾向があるわけではなく，その時々の景気循環によ

って異なっている．ただし，第 16循環は，拡張局

面の途中であることと，被災 3県が除外されている

ことに注意が必要である．
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93/10∼97/ 51993/10（谷）第 12循環 拡張期

91/ 2∼93/101991/ 2（山）第 11循環 後退期

86/11∼91/ 21986/11（谷）第 11循環 拡張期

期間景気基準日付

表 3．分析対象の景気循環とその期間

第 15循環 拡張期

08/ 2∼09/ 32008/ 2（山）第 14循環 後退期

02/ 1∼08/ 22002/ 1（谷）第 14循環 拡張期

00/11∼02/ 12000/11（山）第 13循環 後退期

99/ 1∼00/111999/ 1（谷）第 13循環 拡張期

97/ 5∼99/ 11997/ 5（山）第 12循環 後退期

12/11∼2012/11（谷）第 16循環 拡張期

12/ 4∼12/112012/ 4（山）第 15循環 後退期

09/ 3∼12/ 42009/ 3（谷）



図 8と同様に，今度は後退期の局面ごとに（先行

月数−遅行月数）の割合を積み上げ棒グラフにした

のが図 9である．常にプラス（先行）の県はないが，

北海道，高知，宮崎がプラス側に偏っている．逆に

常にマイナス（遅行）は愛知県となっており，このほ

か目視によると岐阜，山口がマイナス側に偏ってい

るように見える．岐阜が遅行する傾向にあるのは愛

知と隣接していることと無関係ではないだろう．

拡張期と同様に後退期について（先行月−遅行月）

で見てプラス（先行）が優勢，ないしマイナス（遅行）

が優勢となっている都道府県の数を数えたものが表

5である．後退期についてもプラス，マイナスのど

ちらが多いかは，前期，後期で傾向があるわけでは

ないが，全体としてはマイナス（遅行）の数がプラス

（先行）の数を上回ることが多くなっている．

（先行月数−遅行月数）に関して拡張期の平均を計

算してみると最大値は 0.25（山形），最小値は−0.36

（大分県）．一方，後退期の平均の最大値は 0.43（高

知県），最小値は−0.72（愛知県）となっている．

愛知については後退期で常にマイナス（遅行）の傾

向があり，全国の景気が後退局面に入っても遅れる

ʻ耐性ʼ があるようである．ただし，愛知は拡張局面

においても平均的には遅行する傾向がみられる．自

動車関連を主要産業として抱える愛知は，日本経済

の中でも好調な地域として目されることがあるが，

この結果からは，けん引役というよりは，下支えし，

落ち込みを緩和する役目を果たしている，という言

い方がより適切かもしれない．

愛知以外で拡張期の平均，ないし後退期の平均で

最大値，最小値となった県（山形，大分，高知）につ

いて景気循環ごとの先行，遅行を見ると常にプラス

（先行），ないし常にマイナス（遅行）とはなっていな

い．

表 67）は，図 8と図 9の元データであるが，拡張

期と後退期を 1つにして（先行月数−遅行月数）の全

期間平均を取ったものである．これによると各都道

府県ともプラス，マイナスの符号が混在している．

最大値は 0.23（三重），最小値は−0.43（愛知）となる

が，これらは各局面で常にプラス（先行），ないしマ

イナス（遅行）とはなっておらず，跛行性に関して必

ずしも明確な傾向を読み取れるわけではない．

全国平均と比べた跛行性

次に全国平均と比べた相対的な各地域の景気循環

の跛行性を見るため，表 78）には DPMによる全国

CIからのリード・ラグの平均値と標準誤差を拡張

期，後退期，及び全期間について示した．平均値と

標準誤差の間の数字は平均値の降順の順位である．

全国平均との差を平均値で評価するのは景気局面

（拡張期と後退期）ごとに先行（プラス），遅行（マイ

ナス）のどちらに偏る傾向があるのか，統計的な有

意性を見るためである．景気拡張期に有意に先行

（遅行）し，後退期に有意に遅行（先行）する場合，そ

の地域は総じて全国平均を上回る（下回る）景況を持

つことになる．

表 7において，拡張期と後退期をまとめて，単純

にプラスとマイナスの地域の数を数えると，プラス

（先行）は 23地域，マイナス（遅行）は 24地域となる．

つまり全体としては先行と遅行がほぼ拮抗している

ことが分かる．
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図 8．景気拡張期における〈先行月−遅行月〉の割合
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表 4．拡張局面のプラス（先行）・マイナス（遅行）の

県の数

2816第 16循環
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平均値と標準誤差から，有意に先行，ないし遅行

する県を平均値の絶対値が大きい順にピックアップ

すると次のようになる．

拡張期

先行：山形，鳥取，福井，佐賀，愛媛，三重，滋賀，

山梨，長野，静岡，栃木

遅行：大分，京都，愛知，兵庫，和歌山，新潟，岡

山，東京，�城，福島，大阪，埼玉，宮城

後退期

先行：宮崎，鹿児島，沖縄，高知，静岡，滋賀

遅行：愛知，山口，長崎，京都，�城，神奈川，岡

山，兵庫，岐阜，広島，千葉，長野，山梨，福岡，

熊本

全期間

先行：鳥取，福井，滋賀，沖縄，佐賀，山形，静岡，

愛媛，秋田，三重

遅行：愛知，京都，大分，兵庫，岡山，�城，和歌

山，東京，山口，新潟，大阪，福岡，宮城

これらの情報をもとに，日本地図（図 10）を使い

ながら，地方景気の先行性・遅行性について特徴の

ある地域を挙げていく．まず，拡張期に有意に先行，

後退期に有意に遅行し，両局面で全国平均を上回る

景況の「拡張期先行・後退期遅行地域」は山梨，長

野の 2県に限られる（図 10の凡例 7の黒塗り）．逆

に拡張期に有意に遅行，後退期に有意に先行し，両

局面で全国平均を下回る景況の「拡張期遅行・後退

期先行地域」はない．拡張期には有意に先行し全国

平均を上回る景況だが，後退期には全国と有意な差

が認められない「拡張期先行地域」は山形，鳥取，

福井，佐賀，愛媛，三重の 6県（同，凡例 6右斜線），

逆に，拡張期は全国並みだが，後退期に有意に遅れ

る点で全国平均を上回る「後退期遅行地域）」は山

口，長崎，神奈川，岐阜，広島，千葉，福岡，熊本

の 8県（凡例 5の左斜線）になる．拡張期に遅行する

点で全国平均を下回る景況で，後退期には全国と差

がない「拡張期遅行地域」は大分，和歌山，新潟，

東京，福島，大阪，埼玉，宮城の 1都 1府 6県（凡

例 4横線），逆に拡張期には全国並みで，後退期に

有意に先行する点で全国平均を下回る景況の「後退

期先行地域」は宮崎，鹿児島，沖縄，高知の 4 県

（凡例 3縦線）．拡張期も後退期も有意に先行するの

は，滋賀と静岡の 2県（凡例 2ドット），逆に拡張期

も後退期も有意に遅行するのは愛知，京都，�城，

岡山，兵庫の 1府 4県（凡例 1格子）になる．拡張期

も後退期も全国と有意な差がない県は凡例 0の白塗

りとなる．

図 10を改めて観察すると，「拡張期先行・後退期

遅行地域」の山梨，長野は中部日本に隣接している．

「拡張期先行地域」は全国各地に点在している．「後

退期遅行地域」は関東以西にあり，広島から熊本に

かけては関門橋を経由して陸続きとなっている．

「拡張期遅行地域」には東京と埼玉，大阪と和歌山

のように大都市圏に位置している地域や，政令指定

都市を含む宮城，新潟とこれらの 2県に福島が挟ま

れている．「後退期先行地域」は四国から九州・沖

縄にかけての太平洋側に位置している．静岡と滋賀

の拡張・後退期とも先行地域は敢えて言うなら三大

都市圏の間に挟まれている．拡張・後退期とも遅行

地域のうち愛知は東海圏の中心である一方，岡山，

兵庫，京都は大阪圏に隣接，�城は首都近郊などの
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表 5．後退局面のプラス（先行）・マイナス（遅行）の

県の数
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図 9．景気後退期における〈先行月−遅行月〉の割合



地理的な分布の様子が読み取れる．

ここまで観察してきた先行・遅行の地域グループ

と，各県の産業構造との関係を確認しておく．2005

年度の経済活動別県内総生産をもとに，大まかなが

ら産業分類に従って第 1次から第 3次までの 3つに

分けてそれぞれの特化係数（産業別生産額の全体に

占める割合に関して，全国に対する各県の比率）を

算出したのが表 8である．特化係数は全国を基準に，

特化係数が 1より大きいほどその地域は，その産業

に特化していることを示す．ここまで見た 7つのグ

ループの産業別特化係数は次のようになっている．

拡張期先行・後退期遅行地域（山梨，長野）

各産業の特化係数の大きさが似通る．そうした中で

第 1次と第 2次の特化係数が 1よりも大きい傾向が

ある．

拡張期先行地域（山形，鳥取，福井，佐賀，愛媛，

三重）

第 1次産業の特化係数が福井を除いて 1を上回り，

第 2次産業の特化係数が鳥取を除いて 1を上回る．

後退期遅行地域及び拡張期遅行地域

上記 2つのグループは，3つの産業の特化係数がと

もに 1より大きい地域と 1より小さい地域が複数入

り混じっており，明確な傾向は読み取れない．

後退期先行地域（宮崎，鹿児島，沖縄，高知）
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−0.01−0.770.630.710.21−0.050.60−0.390.95−0.18−0.03−0.83高知県

0.171.000.75

山梨県

0.160.08−0.130.55−0.86−0.310.670.520.860.570.180.17福井県

0.010.08

第 11循環

表 6．都道府県別 CIの月数に占める〈先行月数−遅行月数〉の割合

−0.300.48佐賀県

−0.09−0.15−0.750.290.570.23−0.27−0.910.19−0.43−0.27−0.25福岡県

0.34−0.24−0.73長野県

0.10−1.00−0.250.42−0.500.080.801.00−0.380.840.03−0.40

後退期拡張期後退期拡張期

第 16循環第 15循環第 15循環第 14循環第 14循環第 13循環第 13循環第 12循環第 12循環第 11循環

−0.09−0.430.14−0.94−0.29長崎県

0.17−0.85−1.000.71−0.71−0.010.33−0.521.000.43

−0.470.04−0.860.640.06−0.33岐阜県

0.020.46−0.250.21−0.290.200.730.83−0.95

2002/1∼2000/11∼1999/1∼1997/5∼1993/10∼1991/2∼1986/11∼

期間平均拡張期後退期拡張期後退期拡張期後退期拡張期

−0.64−0.220.870.43−0.140.50−0.82−0.19熊本県

−0.08−1.000.381.00−0.210.11−0.60

0.180.140.53−0.800.870.95−0.390.970.06静岡県

−0.08−0.15−0.750.71−1.00−0.30

0.50−0.420.64−0.091.00−0.040.900.11−0.85−0.48北海道

2012/11∼2012/4∼2009/3∼2008/2∼

−1.00−0.880.61−0.64−0.530.73−0.91−0.290.180.06−0.87大分県

0.040.851.000.71

−0.43−0.46−0.380.61−0.86−0.12−0.800.04−0.19−0.75−0.97−1.00愛知県

0.23−0.38−0.75

岩手県

−0.051.00−0.50−0.180.21−0.191.000.74−0.710.77−0.21−0.98青森県

−0.071.00

−0.69鹿児島県

0.05−0.620.750.290.50−0.030.87−0.131.000.55−0.21−0.83宮崎県

−0.27

0.73−0.12滋賀県

0.040.31−0.250.26−0.570.55−0.47−0.74−0.57−0.430.670.17三重県

0.43−0.30−0.54宮城県

0.001.00−0.36−0.080.87−0.26−0.620.77−0.21−0.50

0.76−0.610.640.15沖縄県

0.07−1.000.250.37−1.000.010.801.000.95−0.050.91

0.48−0.76−0.09−0.30−0.81京都府

0.16−1.000.130.61−0.86−0.41−0.070.780.290.93

0.80−0.48−0.860.770.36−0.21秋田県

−0.06−0.090.50−0.050.53−0.13−0.33

0.151.000.000.050.000.11−0.801.00

−0.93−0.24−0.400.350.760.00−0.21−0.50大阪府

−0.32−0.31−0.38−0.05−0.93−0.350.47

0.530.710.450.731.00−0.710.020.06−0.50山形県

0.08−0.380.500.39−0.290.01

−1.000.380.79−1.00−0.68−0.47−0.390.10−0.11−0.97−0.60兵庫県

−0.14−0.15−0.38−0.03

−0.021.00−0.29−0.030.47−0.520.950.68−0.61−0.98福島県

0.170.77−0.75

−0.85和歌山県

0.080.230.250.24−0.790.140.93−0.83−0.190.70−0.03−0.29奈良県

−0.35

0.120.31栃木県

−0.30−0.92−1.00−0.37−0.860.280.93−0.04−0.33−0.20−1.00−0.90�城県

−0.810.270.03−0.44鳥取県

−0.19−0.85−0.750.18−1.00−0.240.73−0.480.570.48−0.48

1.000.52−0.770.640.04群馬県

0.030.38−1.00−0.110.500.00−0.73−0.43−0.240.16

−0.111.00−0.35−0.050.800.24−0.52島根県

0.160.770.380.68−0.860.190.930.87

−1.00−0.50−0.800.570.76−0.860.390.67埼玉県

0.070.08−1.000.39−0.430.16−0.47

0.130.61−0.86−0.200.80−1.00−0.760.45−0.55−0.94岡山県

0.111.000.750.66−0.71

−0.69−0.38−0.37−1.00−0.320.20−0.350.330.770.000.77千葉県

−0.06−1.000.380.50

山口県

−0.16−0.08−0.130.42−0.93−0.030.47−0.04−0.71−0.09−0.52−0.54広島県

−0.23−0.31

0.62神奈川県

−0.131.00−0.38−0.79−0.93−0.05−0.801.00−0.38−0.801.00−0.15東京都

0.03

−0.27−0.36−0.63徳島県

−0.16−0.15−0.630.29−0.930.280.40−0.61−0.860.84−1.00−0.94

0.710.680.24−0.92新潟県

−0.07−0.46−0.250.24−1.00−0.07−0.930.39−0.43−0.860.52

0.13−0.520.240.660.42−1.00香川県

0.01−0.310.250.680.000.000.930.610.43

0.340.470.040.380.61−0.27−0.87富山県

−0.12−0.69−0.630.00−1.00−0.260.60−0.52

0.24−0.570.470.93−0.87−0.860.980.79−0.58愛媛県

−0.11−0.46−1.00−0.58−0.430.38

−0.630.63−0.86−0.41−0.800.040.950.95−0.12−0.58石川県

0.09−1.000.380.82−0.79



第 1次産業の特化係数が 1を大きく上回り，第 2次

産業の特化係数が大きく 1を下回り，第 3次産業の

特化係数が 1を上回る．

拡張・後退期とも先行地域（静岡，滋賀）

第 2次産業の特化係数が 1より大きく，第 1次，第

3次産業の特化係数が 1より小さい，という比較的

はっきりとした傾向が読み取れる．

拡張・後退期とも遅行地域（愛知，京都，�城，岡

山，兵庫）

第 1次産業の特化係数が�城を除いて 1を下回り，

第 2次産業の特化係数は 1

を上回り，第 3次産業の特

化係数は 1を下回る．傾向

としては拡張・後退期とも

先行地域と同じであるが，

第 2次産業の特化係数はそ

れほど大きくはない．

以上，先行・遅行のタイ

プで分類したグループと産

業別特化係数の関係を見た

が，何らかの傾向が読み取

れるグループと，そうでな

いグループがある．大きな

括りとしては全国平均を相

対的に上回る景況を示す地

域（「拡張期先行・後退期遅

行地域」と「拡張期先行地

域」）と全国平均を下回る景

況を示す「後退期先行地

域」の 2つのグループを分

けるポイントは第 2次産業

の特化係数が 1より大きい

か，小さいかである．つま

り各地域において景気に大

きな影響を及ぼす製造業な

どの第 2次産業にどの程度

特化しているかが，2つの

グループを分ける要因とな

ることを示唆している．た

だし，すでに上で指摘した

ように拡張期・後退期とも

先行地域（静岡，滋賀）と拡

張期・後退期とも遅行地域

（愛知，京都，�城，岡山，

兵庫）の産業構造は似通っ

ており，3分類の産業構造

の相違だけを見ても一概に

は先行，ないし遅行を生じ

させる理由には結び付けら

れないことにもなる．産業

分類をさらに細かく見るなどが課題である．

ここで「拡張期遅行地域」の中に経済規模の大き

い東京，大阪などの大都市，ないし大都市の隣接県

が含まれることに関して説明を加えておきたい．直

観的には経済規模の大きい地域は，拡張期も後退期

も全国と有意な差がない地域に分類されるはず，と

考えるのが自然であろう．典型的な例として東京都

を取り上げて表 8を見ると，第 3次産業の特化係数

は全国で最も高いが，逆に第 1次産業の特化係数が

最低，第 2次産業の特化係数も全国で沖縄に次いで
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（0.23）46−1.37（0.18）46−1.47京都府

（0.25）60.78（0.22）70.60（0.17）30.67

拡張期全期間

表 7．都道府県別 CIの先行性・遅行性（リード・ラグの平均値と標準誤差）

44−1.07兵庫県

（0.22）29−0.34（0.17）37−0.51（0.14）37−0.47大阪府

（0.28）44−1.72

北海道

標準誤差順位平均値標準誤差順位平均値標準誤差順位平均値

後退期

90.47（0.23）170.28（0.19）110.32奈良県

（0.23）40−1.14（0.22）44−1.08（0.17）

（0.26）32−0.27（0.21）30−0.29青森県

（0.36）100.44（0.25）28−0.16（0.21）24−0.01

0.93（0.22）10.75鳥取県

（0.37）34−0.63（0.25）43−1.04（0.21）41−0.92和歌山県

（0.32）

35−0.39宮城県

（0.36）220.00（0.29）210.23（0.24）200.13岩手県

（0.31）28−0.30

岡山県

（0.34）70.58（0.27）230.21（0.22）130.30島根県

（0.38）120.40（0.25）2

80.52（0.25）120.42（0.22）90.47秋田県

（0.30）23−0.04（0.23）35−0.47（0.19）

（0.24）26−0.10（0.19）34−0.37広島県

（0.31）41−1.37（0.26）41−0.89（0.21）43−1.01

−0.55（0.18）33−0.37福島県

（0.28）30−0.41（0.22）11.00（0.19）60.59山形県

（0.39）

26−0.07徳島県

（0.25）46−2.50（0.26）250.11（0.21）39−0.59山口県

（0.25）38−1.05

栃木県

（0.25）43−1.61（0.23）39−0.80（0.18）42−1.01�城県

（0.28）210.01（0.23）38

27−0.24（0.23）30−0.20（0.18）28−0.18香川県

（0.35）140.36（0.21）29−0.17（0.18）

（0.27）160.32（0.21）160.23群馬県

（0.24）25−0.13（0.18）130.36（0.15）150.23

−0.27（0.21）220.11高知県

（0.38）190.02（0.27）50.68（0.23）80.49愛媛県

（0.26）

25−0.05千葉県

（0.30）200.02（0.24）36−0.49（0.19）31−0.34埼玉県

（0.31）160.13

佐賀県

（0.28）33−0.57（0.20）34−0.36（0.17）36−0.41福岡県

（0.27）41.05（0.26）31

24−0.05（0.24）40−0.86（0.20）40−0.67東京都

（0.30）37−0.84（0.22）200.23（0.18）

（0.27）140.35（0.22）32−0.35長崎県

（0.39）110.43（0.21）40.70（0.19）50.64

−1.04（0.21）38−0.59新潟県

（0.28）42−1.44（0.21）240.20（0.18）29−0.22神奈川県

（0.35）

45−1.26大分県

（0.20）31−0.41（0.21）180.28（0.16）230.06熊本県

（0.33）45−1.89

石川県

（0.28）180.05（0.21）150.32（0.17）140.26富山県

（0.34）130.39（0.26）42

11.44（0.22）27−0.13（0.19）120.32宮崎県

（0.38）32−0.49（0.27）47−1.62（0.22）

（0.20）30.77（0.17）20.67福井県

（0.32）26−0.15（0.22）220.22（0.19）210.13

0.48（0.24）40.66沖縄県

（0.31）21.23（0.26）33−0.30（0.21）190.15鹿児島県

（0.36）

180.19長野県

（0.25）35−0.67（0.23）80.60（0.18）170.23山梨県

（0.30）150.32

97238335サンプル数

（0.37）31.16（0.29）10

39−1.08（0.23）190.24（0.18）27−0.14岐阜県

（0.23）36−0.77（0.21）90.51（0.17）

−1.36（0.17）47−1.72愛知県

（0.28）50.86（0.19）110.44（0.16）70.54静岡県

（0.24）

滋賀県

（0.28）170.08（0.19）60.61（0.16）100.46三重県

（0.24）47−2.64（0.21）45



低い．今回作成した東京都の CIにはこうした産業

構造が反映できていない面があり，経済規模が大き

くても全国の景気とはタイミングがずれた一因と考

えられる．もっとも，第 3次産業に関連した月次の

長期時系列統計は都道府県レベルでは整備されてお

らず，各県の産業構造を的確に映す CIの作成は，

現時点では困難である．また，浅子・小野寺（2009）

は，本論文と同様に 47 都道府県の CI を作成し，

これらが転換点を迎えた割合を示す累積都道府県景

気指標（CPBI）を構築のうえ，① CPBIが 50％とな

る境目の時点が近似的に全国の景気基準日付の推測

に有用であり，しかも②これは経済規模の相違を考

慮してもしなくても大差がない，としている．つま

り全国の景気基準日付を推測するうえで，経済規模

が大きい地域は必ずしも大きな影響を持つわけでは

ない，ということが示唆されている．

さらに上記の先行，遅行の分類からは，各県独自

の景気基準日付と全国の景気基準日付との対応関係

が，必ずしも整合的とは限らないことを示している．

例えば，静岡県はここでは拡張期・後退期とも先行

地域に分類されたが，静岡県が独自に公表する景気

基準日付は全国の景気基準日付よりも，むしろ遅行

する傾向がある9）（表 9）．これは静岡県が公表する

景気動向指数の採用指標が，もともと本論文の採用

指標とは異なることに起因している．繰り返しにな

るが，本論文では全国，ならびに都道府県別 CIの

採用系列を共通化した上で地方景気の跛行性を見て

いる．表 9に示された全国と静岡県の景気基準日付

は，その認定の際に使

われた景気動向指数の

採用系列に差異があり，

双方のタイミングのず

れを比較すること自体

にむしろ無理があるのではない

か，というのが本論文の基本ス

タンスなのである．

5．おわりに

本論文では浅子・板・上田（2007），及

び小野寺（2008），浅子・小野寺（2009），

小野寺・浅子・田中（2011）の一連の研究

成果を踏まえる形で，地方の景気の変動

要因を都道府県単位，かつ月次レベルで

探り，その中でも特に地方と全国の景気

循環の連動性，ないしタイミングのずれ

に焦点をあてて分析を試みた．この分析

に際しては，全国の景気循環に対する各

都道府県の先行性・遅行性をとらえるた

めの DPMの手法に加え，構造変化など

も考慮した推計モデルを導入した．その

推計モデルは各都道府県の変動を概ね良

好に説明できている．

この推計モデルによると，各都道府県の跛行性は

都道府県別 CIの全体の変動の主要なものではなく，

決定係数で見た場合に，構造変化を考慮することに

よって説明力が増すのとほぼ同じ程度であることが

分かった．また，都道府県ごとに景気循環の拡張期，

後退期の各局面において，先行性・遅行性の様子を

観察すると，いくつか特徴のある傾向を指摘できた．

しかし，全般には明確な傾向が読み取れたとは言い

難く，筆者たちの先行研究が示した「日本経済は地

域的な先行・遅行の偏りがない経済」という結論を

覆すような結果は今回も得られなかった．

最後に本論文の残された課題について指摘してお

きたい．共通指標で構成した CIを観察し，本研究

から得られた各地域の先行・遅行の傾向は 1つの例

を示したに過ぎない．今後は景気指数の作成方法や

推計モデル，あるいは跛行性の評価方法を吟味する

ことで，より普遍的な傾向を見出すことが求められ

よう．また，跛行性が生じるメカニズムを検討する

ことも課題である．本論文では年度の一時点の産業

構造と跛行性の関係を確認した程度の分析にとどま

っている．ただし，本論文の当てはめに用いたモデ

ルだけでは説明しきれない各都道府県の景気変動要

因については，Asako, Onodera and Ueda（2014）に

おいてすでに一定の考察がある．そこではやはりデ

ータの制約から月次ではなく，年度データに集計し

た形ではあるものの，パネル分析を用いて公共投資

依存度や銀行貸し出しの伸びで見た金融状況などが
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図 10．地図上で見る地方景気の跛行性



その要因の候補として示唆されている．本論文では

紙幅の関係もあって，このようなパネル分析まで踏

み込めなかったが，財政金融政策以外にも，本論文

でも見たように各県の産業構造を考慮したり，昨今

の異常気象による自然災害が経済活動に及ぼす影響

を鑑みて，降水量や平均気温などの天候要因を取り

込むことなどが考えられる．

（日本経済研究センター・早稲田大学政
治経済学術院・立正大学経済学部）

注

＊ 本論文の研究に対しては，平成 25年度一橋大

学経済研究所共同利用共同研究拠点事業プロジェクト

研究「地域景気循環の構造変化と公共投資」（研究代表

者＝小野寺敬）の一環として助成を受けた．記して感

謝申し上げる．山澤成康氏（跡見女子学園大学）をはじ

めとする一橋大学経済研究所定例研究会の参加者，及

び日本地域学会第 50回年次大会においては牧田修治

氏（四国大学），田渡雅敏氏（もみじ銀行）から有用なコ

メントをいただいた．言うまでもなく，残された誤り

はすべて 3人の著者の責任である．

1） これらの研究が可能になったのは日経デジタル

メディアの NEEDS-CIDIcが 2008年に登場してから

のことである．これは都道府県の主要経済データを備

え，内閣府同様の CIやヒストリカル DIなどを計算で

きる PCベースのソフトウエアである．本論文のほか，

山澤（2013），石山（2013）もこの収録データを利用して

いる．

2） 長崎県の景気動向指数は DI（ディフュージョ

ン・インデックス）の公表のみとなっている．

3） 震災当時，被災 3県では所定外労働時間の地方

調査が行われず，データが欠落した．これに対し，全

国調査は被災 3県も調査方法を絞って公表を継続した．

この結果 CI算出期間が異なる．

4） もし 45度線に対する水平距離ではなく垂直距

離で測っても，相対順位は変わらない．しかし，たと

えば Rの絶対水準で標準化すると，相対順位に変化

が起こる．

5） 本論文執筆時点では第 16循環の山は公式には

決まっていない．しかし，この期間のヒストリカル

DIの試算結果や内閣府の CIの動きからは，表 3に示

した期間は拡張局面が続いているとみなした．

6） 図 8，図 9 は浅子・板・上田（2007）の図 9-7 に

対応している．

7） 浅子・板・上田（2007）の表 9-1，表 9-2に対応

8） 浅子・板・上田（2007）の表 9-3，表 9-4に対応．

9） 拡張・後退期とも先行地域に分類されたもう 1

つの滋賀県は独自の景気動向指数，景気基準日付を公

表していない．
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240.975271.029152.040愛媛県

131.028330.907271.280香川県

310.921

第 3次産業第 2次産業第 1次産業

表 8．産業別特化係数（2005年度）

2.771佐賀県

71.074370.797370.736福岡県

61.075440.66323.766高知県

33.762青森県

81.074420.68553.346北海道

順位特化係数順位特化係数順位特化係数

0.87882.972熊本県

31.089430.677112.506長崎県

270.951231.06710

400.780251.451宮城県

200.989320.93463.295岩手県

51.081450.644

1.020380.79214.496宮崎県

340.899151.249162.005大分県

161.01334

300.939221.08873.048山形県

111.040360.80092.918秋田県

91.069

全国計

21.164470.493221.698沖縄県

101.044410.76743.394鹿児島県

15

1.733栃木県

400.84881.397142.054�城県

350.894131.281241.630福島県

出所） 県民経済計算から筆者作成．順位は降順．

1.0001.0001.000

1.122410.520埼玉県

410.84571.437261.327群馬県

440.77841.61420

1.186460.498470.044東京都

181.005290.980291.136千葉県

250.96521

富山県

290.941201.133181.913新潟県

171.008281.013450.170神奈川県

1

310.985福井県

220.985261.046330.967石川県

380.86491.394301.041

121.345211.712長野県

320.913161.225231.693山梨県

230.980251.060

450.77821.648320.979静岡県

330.911141.261340.962岐阜県

370.871

0.683滋賀県

460.77631.643281.254三重県

430.83551.502430.499愛知県

0.787460.088大阪府

210.986241.065440.418京都府

470.73911.77239

1.024310.948400.575奈良県

260.951191.163420.514兵庫県

41.08739

島根県

190.999300.955132.079鳥取県

390.851101.391171.981和歌山県

14

380.689広島県

360.877111.364350.864岡山県

121.030350.873191.892

181.174122.275徳島県

420.83561.486360.840山口県

280.942171.182

−31983年 5 月1983年 2 月谷第 10循環

先行（+）/
遅行（−）

静岡県全国

表 9．静岡県と全国の景気基準日付

第 12循環

−41991年 6 月1991年 2 月山

−11986年 12月1986年 11月谷第 11循環

−31985年 9 月1985年 6 月山

山

−11999年 2 月1999年 1 月谷第 13循環

01997年 5 月1997年 5 月山

−41991年 2 月1993年 10月谷

2009年 3 月谷第 15循環

02008年 2 月2008年 2 月山

02002年 1 月2002年 1 月谷第 14循環

−12000年 12月2000年 11月

出所） 内閣府，静岡県の資料をもとに作成．

2012年 4 月山

−62009年 9 月
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補論 1都道府県別 CI作成用の共通 4指標の定義と出所

（1）鉱工業生産指数（生産）

直近約 10年分を各都道府県のウエブサイトなどか

ら入手，それ以前は日経 NEEDS収録データの旧基準

時系列データに季節調整を施し，接続係数を用いて簡

便にデータ接続した．

（2）実質大型小売店販売額（支出）

経済産業省「商業販売統計」の都道府県別大型小売

店販売額を総務省「消費者物価指数（CPI）」の各県庁

所在地のデータを使って実質化し，そのうえで季節調

整をかけた．

（3）全産業所定外労働時間数（所得）

原数値は各都道府県の「毎月勤労統計調査」，ある

いは厚生労働省「毎月勤労統計調査（地方調査）」から

入手し，季節調整をかけた．これを所得の代理変数と

したのは，福田・小野寺・中込（2003）と同様に，日本

では労働時間を残業時間で調整することが多く，これ

が所得と連動すると考えたことによる．

（4）有効求人数（雇用）

厚生労働省「一般職業紹介状況」の季調値を使用した．

補論 2 DPマッチングのアルゴリズム

DPマッチング（DPM）のアルゴリズムは上坂・尾関

（1990）に準拠している．要素数 nのパターン Xと要

素数mのパターン Y があり，それぞれの要素の並びが

{x (1) , x (2) , ⋯, x (n ) }，及び {y (1) , y (2) , ⋯, y (m ) }

のように構成されているものとする．Xと Y は以下

の 3つの条件のもとで対応付けされる．

（1） Xは Y との類似度が最も高くなる（距離が最小

になる）ように伸縮される．

（2） Xと Y のそれぞれの最初と最後の要素はお互い

に対応させる．

（3） 伸縮した Y のもともとの要素の順番は逆転する

ことはない．

2 つの要素 x ( i )と y ( j )の距離を d ( i, j ) , {x (1) ,

x (2) , ⋯, x ( i ) }と {y (1) , y (2) , ⋯, y ( j ) }における最

小距離を g ( i, j )とする．このとき，最小距離は以下

の漸化式により，計算できる．

g (1, 1) = d (1, 1)

g ( i, j ) = d ( i, j )+min { g ( i−1, k )  0 ≦ k≦ j }

距離は残差平方和 ∑ 


ε ( t )を採用し，さらに次の 2

つの条件を課す．

（4） 同一の景気循環において，後退と拡張の順番が

崩れないようにするため，先行（遅行）の最大値は 6カ

月とする．

（5） 景気の急激な変化を抑制するために，脱落の最

大月数を 2カ月とする．

（4）（5）の条件は，計算負荷を軽減する役割もある．

また，これらの条件の多少の変更は分析から得られる

基本的なインプリケーションを変えるものではない．

ただし，条件（2）により最初と最後の数期分に関する

先行と遅行は，さらに長い期間のデータが得られれば

異なる可能性がある．（4）の制約を 12カ月に緩めると

決定係数は改善する県も一部あるが，全国平均はほぼ

変わらない．また，制約を緩めすぎると別の循環とマ

ッチングする歪みが生じる可能性があり，本論文では

6カ月を選択した．
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付録 図 A-1．都道府県別 CIと全国 CIとの先行・遅行の様子
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付録 表 A-1．都道府県ごとの推計結果


